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令和３年３月改定 

愛知県 



10 

３．計画に基づき実施する事業

 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

       設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業

事業名 【No.1（医療分）】 

回復期病床整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

3,528,652 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 3(2021)年 4 月１日～令和 4(2022)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和 7(2025)年に向け、回復期機能の大幅な不足が見込まれる状況とな

っているため、早急に回復期機能への転換促進を図る必要がある。 

アウトカム指標：回復期機能の病床数（平成 30（2018）年度 7,613 床

⇒令和 5(2023)年度 19,480 床） 

事業の内容 令和 7(2025)年に向けて不足が明らかな回復期機能を持つ病床への転

換等に必要な施設・設備整備に助成する。

アウトプット指標 回復期病床の整備数

（令和 3(2021)年度 3,801 床）

アウトカムとアウトプット

の関連 

回復期機能の病床整備を進め、必要病床数を確保する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,528,652

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,176,217

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

588,109

民 (千円)

1,176,217

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,764,326

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

1,764,326

備考（注３） R3(2021)年度：1,764,326 千円
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業

事業名 【No.2（医療分）】 

病床規模適正化事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

193,310 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4月 1 日～令和 4(2022)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和 7(2025)年に向け、既存の急性期病床等から回復期病床への転換を

進めるための施策と並行して、病床規模を適正化する取り組みの促進を

図る必要がある。 

アウトカム指標：非稼働の病床数（1,516 床⇒令和 7(2025)年度 0床）

事業の内容 令和 7(2025)年に向けて、病床規模の適正化に伴い不要となる病棟・

病室等を他の用途へ変更する際に必要となる施設及び設備を整備する

費用に対し助成する。

アウトプット指標 病床の整備数及びその対象医療機関数

（令和 2(2020)年度 109 床 4 医療機関） 

（令和 3(2021)年度 178 床 3 医療機関）

アウトカムとアウトプット

の関連 

病床規模の適正化を進め、地域医療構想の実現を目指す。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

193,310

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

64,437

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

32,218

民 (千円)

64,437

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

96,655

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

96,655

備考（注３） 令和 2年度 31,007 千円 令和 3年度 65,648 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業

事業名 【No.3（医療分）】

地域医療構想推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

8,261 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（一部、県医師会へ委託） 

事業の期間 令和 2 (2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想の達成に向けて、各構想区域の地域医療構想調整会議（本

県では地域医療構想推進委員会と呼称）における議論を一層活性化す

ることが必要である。 

アウトカム指標：具体的対応方針の決定状況 

（令和元(2019)年度 63 施設 11.1％ ⇒ 令和 5(2023)年度 570 施

設 100％） 

事業の内容 地域医療構想推進委員会の議論を活性化させるため、地域医療構想の

進め方について研修会を開催するとともに、アドバイザーを設置す

る。

アウトプット指標 各構想区域の地域医療構想推進委員会の開催回数

（令和 2(2020)年度 延べ 44 回）

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療構想推進委員会における議論を活性化することで、個別の医

療機関ごとの具体的対応方針の決定に向けた取組を促進する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

8,261

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

2,886

基金 国（Ａ） (千円)

5,507

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,754

民 (千円)

2,621

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

8,261

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,621

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業

事業名 【No.4（医療分）】

医療介護連携体制支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

178,972 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和 2 (2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想で慢性期病床の余剰が明らかになり、医療必要度が低い

ものの、在宅における受入体制が不十分で慢性期病床に滞留せざるを

得ない慢性期患者を、在宅医療の提供体制の強化を図ることにより、在

宅への移行を円滑に進める必要がある。 

アウトカム指標：慢性期病床数 

13,973 床（H30(2018)）⇒10,773 床未満（R7(2025)） 

事業の内容 医療介護連携を進める上で質が高く切れ目のない医療提供体制を整備

するために必要となる多職種連携や職種別の研修として地域医療連携

研修、病床の機能分化と連携推進研修等実施する。

アウトプット指標 医療介護連携を進めるための研修の実施回数（364 回・45 か所）

アウトカムとアウトプット

の関連 

各地域で研修を実施することにより、医療介護連携が進み、在宅の受入

能力が高まることにより、慢性期病床の適正化が図られ、余剰となる慢

性期病床から他の機能への転換等が促進される。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

178,972

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

3,522

基金 国（Ａ） (千円)

39,839

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

19,920

民 (千円)

27,381

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

59,759

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,111

その他（Ｃ） (千円)

119,213

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.5（医療分）】

小児救急電話相談事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

60,021 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（民間企業に委託） 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の消防年報を見てみると、乳幼児の救急搬送のうち、約８割が軽症

である。小児科医が不足する休日・夜間において、不要な受診を減らす

ため、保護者向けの電話相談を実施し、保護者の不安を解消するととも

に、小児科医の負担軽減を図る。 

アウトカム指標：乳幼児の軽症患者の救急搬送件数 

11,955 件（H30(2018））⇒11,565 件（R2(2020)） 

事業の内容 小児科医の診療していない休日・夜間等に、発病した小児の保護者に

対して電話相談を行い、保護者の不安解消や時間外における軽症患者

の病院への集中回避による小児科医等の負担軽減を避けるため、医

師、看護師等による保護者を対象とした休日・夜間の医療相談を行

う。

アウトプット指標 電話相談件数 

38,838 件以上（R1(2019)年度）

アウトカムとアウトプット

の関連 

365 日体制で乳幼児等を持つ保護者を対象とした電話相談を実施する

ことにより、救急医療の必要性の可否を助言し、不要な受診を減少さ

せ、乳幼児の救急搬送の減少を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

60,021

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

2,203

基金 国（Ａ） (千円)

40,014

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

20,007

民 (千円)

37,811

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

60,021

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

37,811

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.6（医療分）】

小児集中治療室医療従事者研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

18,918 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児の集中治療に習熟した小児科医の数が不足している状況にあるこ

とから、重篤な小児患者に対して、専門性の高い医療従事者が確保でき

るよう、小児集中治療室にかかる研修実施の支援が必要。 

アウトカム指標：小児科医師数 

926 名（H30(2018).12.31）⇒927 名以上（R2(2020).12.31） 

事業の内容 医療機関において、小児の救急・集中治療に習熟した小児科医や看護

師の数が不足している状況にあることから、専門性の高い医療従事者

の確保のための研修に要する費用に対し助成する。

アウトプット指標 研修実施医療機関数（3 医療機関）

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の実施により、小児集中治療室にかかる医療従事者の確保及び小

児医療提供体制における適切な機能分担が行われ、小児科医の負担が

軽減されることで、小児科医師数の増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

18,918

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

6,306

基金 国（Ａ） (千円)

6,306

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,153

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

9,459

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

9,459

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【NO.7（医療分）】

小児救急医療支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

16,206 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

名古屋、西三河北部 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児科医の勤務環境の悪化や一次の在宅当番医からの転送患者を受け

付ける二次救急医療体制（入院治療を主体とした病院体制）充実が課題

であるため、輪番による小児救急医療体制を整備する市町村を支援す

ることで、地域の小児救急医療体制の充実を図る必要がある。 

アウトカム指標：病院従事小児科医師数の維持・増加 

596 人（H30(2018)）⇒596 人以上(R2(2020)) 

事業の内容 二次医療圏を単位に、二次救急医療施設として必要な診療機能、小児科専

用病床及び小児科医を確保した医療機関により休日・夜間の小児救急医療

体制を整備する市町村に対し必要な医師、看護師等の医療従事者の確保に

必要な経費を助成する。

アウトプット指標 小児救急医療支援事業の実施医療圏数(2医療圏)

アウトカムとアウトプット

の関連 

小児科医の負担軽減が課題となっている中で、乳幼児の症状に応じた

適切な医療提供体制を構築する必要があるため、救急外来における軽

症患者の受診減少を図るとともに、小児救急医療体制の強化として小

児救急の病院輪番制である小児救急医療支援事業を実施することで病

院に従事する小児科医師数の維持・増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

16,206

金額 公  (千円)

10,804

基金 国（Ａ） (千円)

10,804

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,402

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

16,206

うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.8（医療分）】

産科医等支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

338,364 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域の産科医療を確保するため、過酷な勤務環境にある産科医等の処

遇改善を図り、産科医等を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

産科医等確保支援事業：413 名（H30（2018））⇒414 名以上（R2（2020））

産科医等育成支援事業：40 名（H30（2018））⇒41 名以上（R2（2020））

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数： 

9.8 名（H30（2018））⇒9.9 名以上（R2（2020）） 

事業の内容 産科医、新生児医療担当医等の確保を図るため、産科医等への分娩手

当、臨床研修修了後の後期研修において産科を選択する研修医への手

当、ＮＩＣＵを担当する医師への手当に係る経費に対し助成する。

アウトプット指標 ・手当支給者数

産科医等確保支援事業：1,506 名以上（R2（2020）） 

産科医等育成支援事業：7名以上（R2（2020）） 

・手当支給施設数 

産科医等確保支援事業：88 施設以上（R2（2020）） 

産科医等育成支援事業：4施設以上（R2（2020））

アウトカムとアウトプット

の関連 

手当支給者及び手当支給施設の増加により、産科医等の処遇が改善さ

れることで、手当支給施設の産科・産婦人科医師数及び分娩 1000 件当

たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数の増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

338,364

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

75,192

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

37,596

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

112,788

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

225,576

備考（注３） 



18 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.9（医療分）】

帝王切開術医師支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

94,017 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4月 1 日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

大病院は中小規模の産科医療機関が対応できる通常の帝王切開にも対

応しており、負担が大きい。その負担を軽減するため、中小規模の産婦

人科医療機関が通常の帝王切開を行う体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：病院勤務産科医師数 

416 名(H30(2018))⇒417 名以上(R2(2020）） 

事業の内容 地域の中小産婦人科医療機関で帝王切開術を行った医師への手当に係

る経費に対し助成する。

アウトプット指標 助成医療機関数 58 か所以上(R2(2020））

アウトカムとアウトプット

の関連 

助成医療機関数の増加により、大病院がハイリスクの帝王切開に集中

できる体制が整備され、病院勤務産科医の負担が軽減されることで、病

院勤務産科医師数の増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

94,017

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

20,893

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,446

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

31,339

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

62,678

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.10（医療分）】

救急勤務医支援事業

【総事業費（計画期間の総額）】 

36,690 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

超高齢化社会の到来に伴い増加する救急患者に対し、適切な医療が確

実に提供できるよう、救急医療に従事する医師を確保する必要がある。

アウトカム指標：病院勤務救急科医師数 

138 名（H30(2018)）⇒138 名以上（R2(2020)） 

事業の内容 救急勤務医の離職防止のため、医療機関が夜間・休日の救急医療を担

う医師へ支給する手当に係る経費に対し助成する。

アウトプット指標 救急勤務医支援事業の助成医療機関数（15 医療機関）

アウトカムとアウトプット

の関連 

夜間・休日の救急医療を担う医師へ支給する手当に係る経費にたいし

助成することにより、救急科の医師数を増加させ、救急患者に対し適切

な医療の提供を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

36,690

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

8,153

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,077

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

12,230

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

24,460

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

地域医療支援センター事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

299,002 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県、医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院勤務医不足、医師の地域偏在が解消されていない状況であり、地域

医療支援センターが中心となって医師確保対策に引き続き取り組む必

要がある。 

アウトカム指標：医師不足による診療制限病院数割合 

23.1％（H30(2018).6）→23.1％未満（R3(2021).6） 

事業の内容 医師不足の状況等を把握・分析するため、専任医師を配置し、医療機

関へのヒアリング調査を実施するとともに、職場を離れた女性医師等

への復職支援、短時間勤務等を取り入れる医療機関への助成など、女

性医師が育児をしながら働くことができる体制整備や、若手医師等を

育成する拠点づくりへの支援を行う。

また、医師派遣を行う医療機関への助成、医師無料職業紹介窓口を開

設し、医師に病院等の紹介を行う。

アウトプット指標 ・医師派遣や再就職医師のあっせん数（29 名以上） 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割

合（100％）

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関への医師のあっせん数が増加すること、また、キャリア形成プ

ログラムに参加した地域枠卒業医師を医師不足地域等に派遣すること

により、診療制限を行う病院数の減少を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

299,002

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

99,932

基金 国（Ａ） (千円)

118,385

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

59,193

民 (千円)

18,453

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

177,578

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

5,702

その他（Ｃ） (千円)

121,424

備考（注３） 



21 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

地域医療確保修学資金貸付金 

【総事業費（計画期間の総額）】

341,400 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

超高齢化社会の到来等に伴い増加する地域の医療ニーズを踏まえ、地

域の医療機関において従事する医師の確保が必要。 

アウトカム指標：医師不足による診療制限病院数割合 

23.1％（H30(2018).6）→23.1％未満（R3(2021).6） 

事業の内容 県内 4大学医学部の地域枠学生に対し、県内の知事が指定する医療機

関等で一定期間勤務することを条件とした修学資金の貸付を行う。 

なお、知事が指定する医療機関等とは、人口 10万人対医師数が全国

平均を下回る圏域（医師少数区域等）に属する医療機関等とする。 

アウトプット指標 県で配置調整可能な医師の増加（32 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県で配置調整が可能となる医師が増加することで、地域医療を担う病

院の医師を確保し、もって医師不足により何らかの診療制限を加えて

いる病院数の減少を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

341,400

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

227,600

基金 国（Ａ） (千円)

227,600

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

113,800

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

341,400

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 



22 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

4,667 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（民間団体へ委託） 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想において、医療提供体制を再構築する上で必要不可欠な

医療従事者の確保をするため、医療従事者の勤務環境を改善する必要

がある。 

アウトカム指標： 人口 10 万人当たりの医療施設従事医師数の増 

212.9 人（H30(2018).12 月）→212.9 人より増加(R2(2020).12 月） 

事業の内容 医療法に基づき、勤務環境改善マネジメントシステムを創設して医

療従事者の勤務環境の改善に取り組む医療機関を総合的に支援する

ため、医療勤務環境改善支援センターを設置し、勤務環境改善に関

する相談対応、助言、指導、調査、啓発活動等を行う。また、運営

協議会を設置し、関係機関との連携体制を構築する。

アウトプット指標 ・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数

：3箇所

アウトカムとアウトプット

の関連 

勤務環境改善に取り組むことにより、働き易い職場となり、医療従事

者の離職率も下がり、医療従事者の確保に繋がる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,667

基金充当

額 

（国費）

における

公民の別

（注１）

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,111

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,556

民 (千円)

3,111

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,667

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,111

その他（Ｃ） (千円)

0

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

3,675 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（県医師会へ委託） 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

一部の大病院等に看護師が集中する傾向が見られ、診療所における看

護職員の確保が困難となっていることから、診療所における看護職員

の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標： 診療所業務従事者数（看護師等業務従事者届） 

10,235 人（H30(2018).12）⇒11,033 人（R3(2020).12） 

事業の内容 県内診療所看護師の募集や診療所への就職者が多い看護師等養成所へ

の生徒募集事業を実施する。

アウトプット指標 看護師等養成所生徒募集実施数（4校）

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内診療所の現状を把握している県医師会が、診療所の看護師募集や

診療所への就職者が多い看護師等養成所への生徒募集事業を支援する

ことにより、県内診療所の看護職員確保を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,675

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,450

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,225

民 (千円)

2,450

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,675

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,450

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 



24 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

ナースセンター事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

110,867 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（愛知県看護協会へ委託） 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子化の進行等により新卒就業者数が減少傾向にあるため、今後必要

な看護職員数を確保するためには、離職防止及び再就業の促進を図る

ことが必要である。 

アウトカム指標： 看護師業務従事者数（業務従事者届） 

61,389 人(H30(2018).12)⇒62,400 人(R2(2020).12) 

事業の内容 未就業看護職員の就業促進に必要な事業、看護業務等の PR 事業及び

訪問看護の実施に必要な支援事業を実施する。

アウトプット指標 ナースセンターを利用した就業者数 1,400 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ナースセンターを利用した就業者数の増加により、看護師業務従事者

数を増加させる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

110,867

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

51,156

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

25,578

民 (千円)

51,156

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

76,734

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

51,156

その他（Ｃ） (千円)

34,133

備考（注３） 



25 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

看護師養成所運営事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

2,808,496 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

愛知県では看護師業務従事者数が不足しているため、適切な医療サー

ビスを供給できるように、新たに看護師になる者を多く養成する必要

がある。 

アウトカム指標：愛知県内の看護師養成施設卒業者のうち、県内の看護

師業務新規就業者数 の割合 

76.9％（H30(2018））⇒80.5％（R2(2020）） 

事業の内容 看護師等養成所における専任教員の配置や実習経費など養成所の運営

に係る経費に対し助成する。

アウトプット指標 助成養成所（20課程）

アウトカムとアウトプット

の関連 

厳しい財政状況の下で運営している看護師等養成所が多いため、

運営費を助成することによって看護師等養成所の養成力を充実強化

し、新規就業者を増加させる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,808,496

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

11,646

基金 国（Ａ） (千円)

227,716

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

113,858

民 (千円)

216,070

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

341,574

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

2,466,922

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

3,367,822 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子化の進行等により新卒就業者数が減少傾向にあるため、今後必要

な看護職員数を確保するためには、病院及び診療所に従事する職員の

離職防止及び再就業の支援を図ることが必要。 

アウトカム指標： 愛知県における看護職員離職率（日本看護協会離職

率） 11.7%(H29(2017))⇒10.0%(R2(2020)) 

事業の内容 看護職員等の離職防止及び再就業支援のため、病院の設置する保育施

設の運営経費を補助する。

アウトプット指標 補助施設数（110 施設（R3(2021)年 3 月 31 日現在））

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内に設置した保育施設の安定的な運営及び利用しやすい運営形態

であることが看護職員の職場の定着につながる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,367,822

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

18,943

基金 国（Ａ） (千円)

170,802

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

85,401

民 (千円)

151,859

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

256,203

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

3,111,619

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

703,320 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関、県 

事業の期間 令和 2(2019)年 4 月 1日～令和 3(2020)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化社会が進むなかで、需要が増えていく看護職員を着実に確保する

ために、新人看護職員の資質の向上及び早期離職防止を図るための新人

看護職員が臨床研修を受けられる体制の構築が必要。 

アウトカム指標：愛知県における新人看護職員離職率（日本看護協会調）

6.8％（H29(2017））⇒4.9％（R2(2020)） 

事業の内容 新人看護職員に対する臨床研修実施のための経費に対し助成する。

アウトプット指標 助成医療機関数（93 カ所） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

新人看護職員研修実施医療機関数を増加させることで、新人看護職員の

資質の向上及び早期離職防止を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

703,320

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

34,290

基金 国（Ａ） (千円)

63,245

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

31,622

民 (千円)

28,954

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

94,867

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,385

その他（Ｃ） (千円)

608,453

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

看護職員専門分野研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

5,250 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関、県 

事業の期間 令和 2(2019)年 4 月 1日～令和 3(2020)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療、保健及び福祉の高度化、専門分化が進んでいる現状に対応するた

め、特定の看護分野において熟練した看護技術と知識を用いた認定看

護師の確保が必要とされている。 

アウトカム指標：愛知県内認定看護師数（日本看護協会発表） 

1,073 人（H29（2017））⇒1,250 人（R2(2020)） 

事業の内容 特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いた、水準の

高い看護を実践できる認定看護師の育成を促進するために、看護職員

専門分野研修に必要な経費を助成する。

アウトプット指標 助成医療機関数（1カ所）

アウトカムとアウトプット

の関連 

認定看護師教育機関へ研修経費の補助を行うことで、認定看護師の育

成を促進する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,250

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,500

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,750

民 (千円)

3,500

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,250

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

へき地医療確保看護修学資金貸付金 

【総事業費（計画期間の総額）】 

7,200 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東三河山間部等 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

愛知県では看護師業務従事者数が不足しているが、特に東三河山間部

等のへき地で従事者が少ないため、適切な医療サービスを供給できる

ように、新たにへき地等で看護師になる者を養成する必要がある。 

アウトカム指標： 愛知県内の東三河山間部を所管する、新城保健所管

内の就業看護師数（愛知県衛生年報） 

297 人（H30（2018）年）⇒301 人（R3(2021)年） 

事業の内容 へき地医療の確保をはかるため、県立看護専門学校２校の地域枠制度

を活用し、卒業後に東三河山間部などの、へき地医療機関への就職を

希望する者を養成し、当該医療機関の看護師確保につなげる。

アウトプット指標 へき地医療確保看護修学資金貸与者：6名

アウトカムとアウトプット

の関連 

へき地医療確保看護修学資金を貸与し、免除規定にへき地等の公的医

療施設で継続勤務することが設けられていることにより、へき地等で

勤務する看護師を確保する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

7,200

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

4,066

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,034

民 (千円)

4,066

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

6,100

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

1,100

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

看護研修センター事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

34,110 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子化の進行等により新卒就業者数が減少傾向にあるため、今後必要

な看護職員数を確保するためには、離職防止及び再就業の促進を図る

ことが必要である。また、医療の高度化・専門化、在宅医療の拡大など

保健医療をめぐる環境が大きく変化する中で、専門的知識・技術をもつ

看護職や在宅医療を始めとする新たなニーズへの対応などが必要とな

っている。 

アウトカム指標： 愛知県における看護職員離職率（日本看護協会調）

11.7％ (H29（2017）年度)⇒10.5％ (R2（2020）年度) 

事業の内容 看護職員の継続教育を推進するための拠点として、総合看護専門学校

内に看護研修部門を設置し、看護教員等指導者の養成や、再就業希望

者のための実務研修などの事業を実施する。

アウトプット指標 研修受講者 820 人（新人訪問看護職員研修を除く）

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修受講者数を増やすことで、看護職員の資質向上及び潜在看護師の

再就業を促進する。また、職場等の指導者を始めとした看護職員の資質

を向上することで勤務環境を向上させ、職場への定着（離職防止）を図

る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

34,110

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

13,195

基金 国（Ａ） (千円)

13,913

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

6,956

民 (千円)

718

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

20,869

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

718

その他（Ｃ） (千円)

13,241

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者等の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

薬剤師再就業支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

1,426 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（県薬剤師会へ委託） 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月１日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医薬品の適正使用や安全の確保を図るには、医薬分業を推進し、かかりつ

け薬剤師・薬局を県民に普及定着することが必要である。本県の薬剤師数

は年々増加しているものの、全国平均に比べて常に少ない状況を継続して

おり、健康や育児等の事情により薬局等の医療現場に従事していない薬剤

師の確保が不可欠である。 

アウトカム指標：研修受講者のうち復職した薬剤師数 

15 人（H29～H31 平均） ⇒ 16 人以上（R2） 

事業の内容 結婚、育児等を理由に離職している薬剤師のうち、勤労意欲のあるもの

に対して研修会等を開催し、復職を支援する。

アウトプット指標 研修の受講者数：100 名 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

研修受講者数を増やすことにより、医療現場に従事していない潜在薬剤師

の復職を支援する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,426 千円

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

950 千円

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

476 千円

民 (千円)

950

計（Ａ＋

Ｂ）

(千円)

1,426 千円

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

950

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.23（医療分）】 

障害児者医療研修事業

【総事業費（計画期間の総額）】

3,160 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和 2（2020）年 4 月 1 日～令和 3（2021）年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の障害児者数は年々増加傾向にある一方で、障害を熟知し適切に対

応できる地域の医療関係者が不足している状況にあることから、障害者医

療・療育に対して専門性の高い医療従事者が確保できるよう、伝達研修を

行う必要がある。 

また、特段の配慮が必要となる重症心身障害児者については、その受入施

設が不足し、在宅における医療的なケアが必要な障害児者が増加するとと

もに、発達障害と判定される者も年々増加しており、発達障害への十分な

対応ができていないことから、地域において重症心身障害児者医療及び発

達障害医療に適切に対応できる人材の確保する対策を講じる必要がある。

アウトカム指標：障害児者医療に対応可能な施設数 

150 施設（令和元年度末） 

事業の内容 〇地域の医療・療育関係者に対して、障害児者医療に必要な知識や治療

方法等に関する研修会を実施する。

 重心児者医療療育推進講演会、重心児者の呼吸ケア研修、あいち小児

在宅医療研究会、重心児者関係施設職員研修、障害児者関係施設等実践

基礎研修、重心児者看護研修等

○重症心身障害児者医療については、県内各地に整備が進められている

重心施設において慢性的に不足している医療従事者の育成・確保を進め

るとともに「重心療育ネットワーク」を構築し、各施設における治療実

績を通じ医療関係者の技能の習得・向上を図り、地域における医療的な

ケアが必要な障害児者への医療サービスの向上を目指す。

 重症心身障害児療育ネットワーク会議

○発達障害医療については、地域で発達障害を熟知し、適切に対応でき

る医療従事者が不足する状況が続いており、地域における発達障害への

早期診断・対応のできる医師等医療従事者を育成・確保し、技能を習得

できるようにするため、「発達障害医療ネットワーク」を構築し、地域に

おける発達障害への迅速な医療サービスの提供を目指す。

発達障害医療ネットワーク連絡協議会

アウトプット指標 研修等の参加募集人員 240 人

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

研修の実施により、地域の医療関係者に障害児者医療の実技や知識の習得

を促し、障害児者医療に対応できる施設の増加を図る。
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事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,160

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

2,107

基金 国（Ａ） (千円)

2,107

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,053

民 (千円)

計（Ａ＋

Ｂ）

(千円)

3,160

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.24（医療分）】 

地域医療勤務環境改善体制整備事業

【総事業費（計画期間の総額）】

593,036 千円

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2(2020)年 4 月 1日～令和 3(2021)年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

2024 年 4 月に医師の時間外労働の上限規制が適用されることから、長時

間労働となっている勤務医の労働時間縮減に向けた取組みを推進する必

要がある。 

アウトカム指標： 地域医療において特別な役割があり、かつ、過酷な勤

務環境となっている医療機関数の減 

 73 医療機関（2019 年）→0医療機関（2024 年） 

事業の内容 医療機関が実施する医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組を支援す

るため、ICT 等機器の整備費用、休憩室整備費用、改善支援アドバイス

費用、短時間勤務要員の確保経費等を助成する。

アウトプット指標 ・助成医療機関数（37 か所）

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医療機関が勤務環境の改善に取り組むことにより、勤務医の時間外労働時

間が短縮される。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

593,036

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

197,679

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

98,839

民 (千円)

計（Ａ＋

Ｂ）

(千円)

296,518

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

296,518

備考（注３） 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業）

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】

愛知県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

－千円

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 市町村、社会福祉法人等施設整備事業者 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：第７期及び第 8 期愛知県高齢者健康福祉計画期間中に整

備する認知症高齢者グループホームの年間延べ人員 99,972 人→122,032 人

事業の内容 ①介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

対象施設等（主なもの） 

認知症高齢者グループホーム   10 か所（定員 161 人） 

小規模多機能型居宅介護事業所  1 か所（定員 9 人） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 5 か所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 か所（定員 6 人） 

 ②既存施設の多床室のプライバシー保護のための改修経費に対して助成

を行う。 

 ③新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、県が衛生用品を一括購

入、及び簡易陰圧装置設置経費に対する助成を行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期及び第 8 期愛知県高齢者健

康福祉計画等において予定している地域密着型サービス施設等の開設準備

に向けた支援を行う。

・認知症高齢者グループホーム   10 か所 

（定員 161 人、年間延べ人員 1,932 人）

・小規模多機能型居宅介護事業所   1 か所 

（定員  9 人、年間延べ人員   108 人）

・定期巡回・随時対応型訪問介護・看護事業所 5 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所    1 か所 

（定員 6 人、年間延べ人員 72 人） 
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・大規模特別養護老人ホーム 1 か所 

                （定員 80 人、年間延べ人員 960 人）

・介護付きホーム 1 か所    （定員 60 人、年間延べ人員 720 人）

アウトカムとアウ

トプットの関連 

地域密着型サービス施設等の開設準備に向けた支援を行うことにより、第

７期愛知県高齢者健康福祉計画期間中に整備する認知症高齢者グループホ

ームの年間延べ人員１２，４３２人を達成する。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１）

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注１）

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ）

①介護施設等の施設

開設準備経費等支援

事業 

－(千円) 254,795

千円

127,397 

千円

－(千円)

②既存の特別養護老

人ホーム等のユニッ

ト化改修等支援事業 

－(千円) 42,666

千円

21,334

千円

－(千円)

③介護施設等におけ

る新型コロナウイル

ス感染拡大防止対策

支援事業 

－(千円) 619,298

千円

309,649

千円

－(千円)

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋
Ｃ）

－(千円)

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別

公
0

千円

基
金

国（Ａ） 916,759 千円

都道府県（Ｂ） 458,380 千円 民 916,759 

   千円

うち受託事業等

（再掲）

－(千円)

計（Ａ＋Ｂ） 1,375,139 千円

その他（Ｃ）

－(千円)

備考

（注１）総事業費、その他については、市町村において事業者を公募する等により不明のた

め、記載しておりません。 
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３．計画に基づき実施する事業

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業）

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）基本整備

 （中項目）基盤整備

 （小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等）

事業名 【№ 1（介護分）】
介護人材確保対策連携推進協議会費

【総事業費】

185千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護人材の確保については、各関係機関等がそれぞれの役割におい

て個別に行っているが、各主体が足並みを揃え取り組んでいくこと

が求められる。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 介護従事者の確保・定着へ向けた総合的な取り組みを実施するた

め、行政、介護事業者、職能団体、介護福祉士養成機関等から構成

される協議会を設置する。

アウトプット指標 協議会の開催回数 ２回

アウトカムとアウト

プットの関連

協議会にて事業の立案、改善等を行うことで、介護人材の参入促

進、資質の向上、職場環境改善を進め、介護従事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
185

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
124

基
金

国（Ａ）  (千円)
124

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
61

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
185

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



38 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）基本整備

 （中項目）基盤整備

 （小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名 【№ 2（介護分）】
介護事業所人材育成認証評価事業

【総事業費】

2,121千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（一般社団法人福祉評価推進事業団へ一部委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

従業員に対する優れた取組（例えば、資格取得支援など）について

は、公表される仕組みはなく、従業員に対して働きやすい場所であ

るかどうかを公表する制度が必要である。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加、介護サービス従事

者の離職率の低減

事業の内容 介護サービス情報公表の調査を希望する事業所を対象に申請を募

り、介護サービス情報公表制度の運営状況において一定レベルを満

たしたうえで、キャリアパス要件を満たし、職場環境の向上に取り

組んでいると認められる事業所を審査・選定し、第三者評価推進会

議で意見聴取のうえ決定した優良事業所に対して認定証を作成・交

付する。

アウトプット指標 介護サービス情報公表の任意調査受審事業所の２割（２５０事業

所）認証

アウトカムとアウト

プットの関連

人材育成の取組が優良な事業者とそうでない事業者が差別化され、

優良事業所が求人の際にアピールできる指標となり、優良事業所の

人材確保が促進されるため、介護従事者が増加する。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
2,121

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
213

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,414

民 (千円)
1,201

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
707

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
1,201

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
2,121

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業

事業名 【№ 3（介護分）】
福祉・介護人材就業・定着支援事業費

【総事業費】

7,591千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護人
材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労働
省公表資料）、参入促進を進めていく必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容  ・高校生・資格取得見込者向けの施設見学を行う。

 ・福祉・介護職に関心のある教育機関等を対象に就職支援出張セ

ミナーを開催する。

 ・職場体験の機会を提供する。

 ・専門員が労働局と連携し、ハローワーク等に来所した福祉・介

護職希望者への相談を行う。

アウトプット指標 ・高校生・資格取得見込者向け施設見学参加者 １７０人

・就職支援出張セミナー参加者 ５回、１２０人

・職場体験参加者 ４０人

・巡回就職相談事業

 ハローワーク、大学等相談 １９２回

アウトカムとアウト

プットの関連

施設見学、セミナー、職場体験により介護及び介護職への理解を深

め、介護従事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
7,591

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
5,061

民 (千円)
5,061

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
2,530

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
5,061

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
7,591

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業

事業名 【№ 4（介護分）】
元気な高齢者の活用による介護人材確保対策事業費

【総事業費】

5,997千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護人
材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労働
省公表資料）、参入促進を進めていく必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 介護分野以外の企業等を訪問のうえ人事担当者等と面会し、定年退

職者向けの介護の仕事に関する紹介等を行う。業界団体や企業等と

折衝し、調整がついた場合は、当該団体等が実施する定年退職予定

者向けセミナー等の場に出向いて直接説明し、介護業務や介護周辺

業務を退職後の仕事の一つとして関心を持ってもらうよう働きかけ

る。

アウトプット指標 企業等への訪問回数 ４８回 

セミナー受講者数 ８００人

アウトカムとアウト

プットの関連

定年退職予定者向けセミナー等の場において、介護業務や介護周辺

業務を退職後の仕事の一つとして関心を持ってもらうよう働きかけ

ることで、介護従事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
5,997

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,998

民 (千円)
3,998

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,999

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
3,998

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
5,997

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）地域のマッチング機能強化

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業

事業名 【№ 5（介護分）】
福祉・介護の就職総合フェア開催費

【総事業費】

25,341千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、参入促進を進めていく必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 ・福祉・介護業界の法人を一堂に会して合同での就職総合フェアを

開催し、学生に就職活動の早期より介護業界へ興味や関心を持って

もらうよう働きかける。

・介護分野に関して知識を持つ者が求人施設との連絡調整、求人票

等の書類作成の指導、先駆的な法人・事業所の求人方法の実践例に

ついての指導を行う。

アウトプット指標 就職総合フェアの開催 ３回 

来場者 ５００人

アウトカムとアウト

プットの関連

介護業界の法人が合同での就職総合フェアを開催し、学生に就職活

動の早期より介護業界へ興味や関心を持ってもらうことで、介護従

事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
25,341

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
16,894

民 (千円)
16,894

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
8,447

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
16,894

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
25,341

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）地域のマッチング機能強化

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業

事業名 【№ 6（介護分）】
介護人材巡回マッチング強化事業

【総事業費】

9,694千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、参入促進を進めていく必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 県内の複数地域に配置されたキャリア支援専門員が、県内の介護事

業所等を巡回し、経営者や人事担当者等との面接・相談を通じて、

就職を希望する求職登録者と求人施設を繋ぐことにより、介護人材

の確保及び定着を促進する。

アウトプット指標 介護事業所等への訪問件数  ７０件

アウトカムとアウト

プットの関連

県内の複数地域に配置されたキャリア支援専門員が、県内の介護事

業所等を巡回し、経営者や人事担当者等との面接・相談を通じて、

就職を希望する求職登録者と求職者と求人施設を繋ぐことにより、

介護従事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
9,694

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
6,463

民 (千円)
6,463

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
3,231

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
6,463

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
9,694

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業

事業名 【№ 7（介護分）】
介護の普及啓発事業費補助金

【総事業費】

27,900千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 市町村、介護福祉士養成施設、職能団体等

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護の仕事について、一面的なマイナスイメージが生じており、人

材の参入の阻害要因となっているので、イメージ改善を進め、参入

促進を図る。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 市町村、介護福祉士養成施設、職能団体等が実施する、介護や介護

の仕事の理解促進・普及啓発のためのセミナー、講習会、イベント

等、介護サービスの職場体験及び介護の普及啓発に係る資材等作成

の事業実施に要する経費を補助する。

アウトプット指標 セミナー、講習会の開催 １５団体

就職フェア等のイベントの開催 ３回

職場体験者 ２４０人

介護の普及啓発に係る資材等の作成 ３団体

アウトカムとアウト

プットの関連

地域住民へのセミナーやイベント、職場体験及び介護の普及啓発に

係る資材等作成の事業実施により、介護サービス事業への理解を深

め、介護サービス従事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
27,900

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
8,700

基
金

国（Ａ）  (千円)
13,950

民 (千円)
5,250

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
6,975

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
20,925

その他（Ｃ） (千円)
6,975

備考（注３）



44 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業

事業名 【№ 8（介護分）】
民間社会福祉施設運営費補助金

【総事業費】

4,574千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 民間社会福祉施設

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

高齢人口増加に伴う介護人材不足の解消

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 民間社会福祉施設運営費補助金の福祉事業ポイント補助におけるポ

イント項目である「福祉人材の育成への取組」及び「社会福祉実習

の受け入れ」を行う高齢者施設（養護老人ホーム・軽費老人ホー

ム）について、ポイント制により補助する。

アウトプット指標 民間社会福祉施設による社会福祉実習の受け入れ及び福祉人材の育

成への取り組み ９施設

アウトカムとアウト

プットの関連

民間社会福祉施設が実習の受け入れ等に協力することで、将来の介

護人材の育成を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
4,574

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,049

民 (千円)
3,049

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,525

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
4,574

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



45 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業

事業名 【№ 9（介護分）】
介護家族理解促進事業費

【総事業費】

1,760千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

認知症高齢者を介護する家族に対しては、認知症知識や介護技術だ

けでなく、精神面も含めた支援が必要。

アウトカム指標：認知症介護家族を中心とした地域住民に対する認

知症や介護についての理解促進

事業の内容 認知症介護家族等を中心とした地域住民に対して、認知症の人への

対応や介護の仕方について理解を深めるための講座を実施する。

アウトプット指標 支援プログラム講座 ４０名（全６日間）

サポート講座    ６０名（全２日間）

アウトカムとアウト

プットの関連

支援プログラム及びサポート講座を受講することで、認知症や介護

についての理解を深めることができる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
1,760

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,173

民 (千円)
1,173

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
587

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
1,173

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
1,760

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



46 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業

事業名 【№ 10（介護分）】
「あいち介護サービス大賞」開催費

【総事業費】

1,248千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（一般社団法人福祉評価推進事業団と共催）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護サービスの必要性の増大

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 介護サービス事業所から先進的な取組事例を公募し、事務局におい

て入賞事例として選定する。その入賞事例を会場で発表、来場者に

よる投票により「あいち介護サービス大賞」を決定、表彰する。

アウトプット指標 開催回数 １回

来場者数 ３００人

アウトカムとアウト

プットの関連

先進的な介護の取組を見ることで、介護の仕事の理解が促進され、

介護職への従事希望者の増加が見込まれる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
1,248

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
416

基
金

国（Ａ）  (千円)
416

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
208

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
624

その他（Ｃ） (千円)
624

備考（注３）



47 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野」拡大

 （小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業

事業名 【№ 11（介護分）】
外国人介護留学生学習支援事業費補助金

【総事業費】

8,082千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 介護福祉士養成施設

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護を必要とする高齢者が増加する中、安心してサービスを受けら

れる体制の構築を図る。

アウトカム指標：外国人介護留学生の介護福祉士国家資格合格率の

向上

事業の内容 質の高い介護人材の確保のため、介護福祉士として働くことを希望

する若者を養成する養成施設が、外国人留学生に対しカリキュラム

時間外に日本語教育や介護の専門知識等の補講を行う場合に、これ

に係る経費の一部を補助する。

アウトプット指標 日本語学習等の補講を受ける外国人介護留学生 ９０人

アウトカムとアウト

プットの関連

介護福祉士養成施設に通学する留学生の日本語や介護の専門知識等

の学習を支援することにより、外国人介護福祉士を増員させ、もっ

て介護サービス従事者の確保を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
8,082

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
4,040

民 (千円)
4,040

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
2,021

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
6,061

その他（Ｃ） (千円)
2,021

備考（注３）



48 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進

 （中項目）介護人材の「すそ野」拡大

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業

事業名 【№ 12（介護分）】
介護理解促進福祉協力校事業費

【総事業費】

4,589千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊の世代全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、さらなる参入の促進を図る必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加

事業の内容 県内の高等学校を、介護理解促進福祉協力校として指定し、各協力

校において、介護や介護職に関する学習会や高齢者施設での介護体

験等の取組を実施することで、高校生に対し介護就労への理解及び

関心を促すとともに、参加生徒による普及啓発活動の実施により、

学校内外・地域に対する肯定的イメージの醸成にもつなげる。

アウトプット指標 ・協力校指定（５校）

・協力校参画生徒（５０名）

アウトカムとアウト

プットの関連

協力校事業に参画する高等学校、生徒を確保し、各種の取組を実施

することで、将来の介護サービス従事者の増加を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
4,589

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,060

民 (千円)
3,060

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,529

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

(千円)
3,060

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
4,589

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



49 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）キャリアアップ研修の支援

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業

事業名 【№ 13（介護分）】
たん吸引等指導者養成事業費

【総事業費】

2,483千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

都道府県レベルで喀痰吸引等の研修指導を行う指導者（医師、看護

師等）を養成するための「喀痰吸引等指導者養成事業（指導者講

習）」を行うこととされた。

アウトカム指標：登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）数

の増加

事業の内容 介護職員等に対する喀痰吸引等研修を行う指導者（医師、看護師

等）を養成するための講習を開催する。

アウトプット指標 講習受講者数 ２００人

開催回数 ２回

アウトカムとアウト

プットの関連

喀痰吸引等の研修指導を行う指導者を養成し、研修を実施できる環

境を整備することにより、研修修了者数の増加を図り、喀痰吸引等

のサービスを提供できる事業所の増加を推し進める。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
2,483

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
1,655

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,655

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
828

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
2,483

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



50 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）キャリアアップ研修の支援

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業

事業名 【№ 14（介護分）】
介護人材資質向上事業費補助金

【総事業費】

107,287千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 市町村、介護人材養成関係団体

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護を必要とする高齢者が増加する中、多様化するニーズに対応

し、質の高い介護サービスを提供することが重要である。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護にかかわる関係団体（市町村、介護人材の養成に関係する団

体）が行う、介護従事者の資質の向上等を目的とした事業の実施に

要する経費を補助する。

アウトプット指標 研修等の実施 ２４５回

アウトカムとアウト

プットの関連

研修等の実施により、介護従事者の資質の向上・キャリアアップを

図ることで、安易な離職を防ぎ、人材の確保・定着が図られる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
107,287

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
47,493

基
金

国（Ａ）  (千円)
53,643

民 (千円)
6,150

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
26,822

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
80,465

その他（Ｃ） (千円)
26,822

備考（注３）



51 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）キャリアアップ研修の支援

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業

事業名 【№ 15（介護分）】
研修受講支援事業費補助金

【総事業費】

35,940千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 介護事業所

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、介護人材の定着とスキルアップに向けた環境の構

築が必要である。

アウトカム指標：登録喀痰吸引等事業者・登録特定行為事業者数、

段位別キャリア段位取得者数の増加

事業の内容 介護事業所の介護従事者が、技術等の向上を図る資格を取得するた

めに必要な講習（喀痰吸引等研修、介護キャリア段位におけるアセ

ッサー講習）を受講する受講料を補助する。

アウトプット指標 受講者数（喀痰吸引等研修） ２０２人

受講者数（アセッサー講習）  ３９人

アウトカムとアウト

プットの関連

介護現場に従事する者が研修（喀痰吸引等研修、アセッサー講習）

を受講する際に必要な経費を補助することで、介護サービスの向上

につながる事業者、資格取得者を増加させる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
35,940

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
12,110

民 (千円)
12,110

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
6,055

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
18,165

その他（Ｃ） (千円)
17,775

備考（注３）



52 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）キャリアアップ研修の支援

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業

事業名 【№ 16（介護分）】
キャリアパス対応生涯研修事業費補助金

【総事業費】

13,611千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県社会福祉協議会

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

人材の確保・定着を図るためには、事業所において、能力、資格、

経験に応じた給与・処遇体系を定めるキャリアパス制度を導入する

ことが重要である。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護事業所の職員に専門職としてのキャリアビジョンを描かせ、そ

れを実現するための努力目標を定め、達成するために必要な内容を

学ぶ基礎研修である「キャリアパス研修」を実施するための経費を

補助する。

アウトプット指標 研修受講者数 ８１０人

開催回数 ９回

アウトカムとアウト

プットの関連

個々の職員が描くキャリアビジョンに基づいて、事業所が能力や役

割分担に応じたキャリアパスを構築しこれに沿った職員育成施策を

確立・実施することで、介護従事者の質の向上及び人材の確保・定

着が図られる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
13,611

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,674

民 (千円)
3,674

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,837

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
5,511

その他（Ｃ） (千円)
8,100

備考（注３）



53 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）研修代替要員の確保支援

 （小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策費

事業名 【№ 17（介護分）】
介護福祉士資格取得支援事業費補助金

【総事業費】

7,006千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 介護事業所

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、介護人材の定着とスキルアップに向けた環境の構

築が必要である。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護現場に従事する者が研修（実務者研修、喀痰吸引等研修、初任

者研修等）を受講する際に必要な代替要員の雇用に要する経費を補

助する。

アウトプット指標 研修派遣人数 ２７人

アウトカムとアウト

プットの関連

介護現場に従事する者が研修（実務者研修、喀痰吸引等研修、初任

者研修等）を受講する際に必要な代替職員の雇用に要する経費を補

助することで、介護サービスの向上につながる資格の取得を促し、

もって人材の定着・確保を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
7,006

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
2,336

民 (千円)
2,336

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,167

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
3,503

その他（Ｃ） (千円)
3,503

備考（注３）



54 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業

事業名 【№ 18（介護分）】
地域支え合い推進事業

【総事業費】

2,680千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

市町村において生活支援の担い手やサービスの開発等を行う生活支

援体制整備事業の中核となる生活支援コーディネーターに対する研

修等を行うことで、高齢者の社会参加及び生活支援の充実を図る。

アウトカム指標：生活支援コーディネーターの増加

事業の内容 （１）生活支援関連研修の開催

（２）生活支援体制推進会議の開催

（３）市町村への助言者派遣事業

アウトプット指標 （１）開催回数：４回、研修受講者数：６００人

（２）開催回数：１回、参加者：市町村代表、有識者、生活支援コ

ーディネーター等

（３）派遣予定回数：６０回

アウトカムとアウト

プットの関連

生活支援関連の研修や、関係者を集めた会議の開催による課題解決

推進やネットワーク構築支援、市町村への有識者等の助言者派遣を

実施することで、市町村におけるコーディネーターの配置数、協議

体の設置数の増加等生活支援体制整備事業の推進を進める。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
2,680

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
1,786

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,786

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
894

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
2,680

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



55 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業

事業名 【№ 19（介護分）】
地域包括支援センター職員等研修事業

【総事業費】

2,381千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

地域包括支援センター職員等の資質の向上を図り、高齢者が地域に

おいて安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：地域包括支援センターの職員等の資質向上に伴う

高齢者の生活満足度

事業の内容 地域包括支援センターの機能を強化するため、地域包括支援センタ

ー職員等研修を実施する。

アウトプット指標 研修受講者数 ９５０人

開催回数 ６回

アウトカムとアウト

プットの関連

地域包括支援センター職員等に対し、基礎的な知識の取得や実践に

役立つ研修を実施し、資質の向上を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
2,381

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
1,588

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,588

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
793

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
2,381

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



56 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 【№ 20（介護分）】
認知症専門職家族支援研修事業費

【総事業費】

1,298千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護支援専門員をはじめとする専門職は認知症介護家族等といった

相談者の状況に応じた的確なアドバイスが必要。

アウトカム指標：認知症介護家族介護支援について理解する専門職

の増加

事業の内容 認知症高齢者及びその家族に定期的に接する機会があり、相談を受

けることの多い介護支援専門員をはじめとする専門職が認知症介護

家族の支援について理解を深め、適切に支援することが必要である

ため、各種専門職を対象とした研修会を開催する。

アウトプット指標 研修受講者 ２４０人 

開催回数  ３回

アウトカムとアウト

プットの関連

研修の受講によって認知症介護家族支援についての理解を深めるこ

とができる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
1,298

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
865

民 (千円)
865

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
433

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
865

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
1,298

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



57 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 【№ 21（介護分）】
認知症初期集中支援チーム員研修事業費

【総事業費】

2,640千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（国立長寿医療研究センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

県内の市町村に設置された「認知症初期集中支援チーム」において

今後、増加が見込まれる認知症患者に対して早期に認知症の鑑別診

断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の対応

体制の構築・拡充を引続き図っていくため「認知症初期集中支援推

進事業」を実施する。

アウトカム指標：認知症初期集中支援チームの設置数の増加

事業の内容 「認知症初期集中支援推進事業」を実施する、認知症の人やその家

族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」のチーム員を養成

するための研修を行う。

アウトプット指標 認知症初期集中支援チーム員研修受講者数 ６６人

アウトカムとアウト

プットの関連

チーム員を養成することにより、各市町村における「認知症初期集

中支援推進事業」の実施を促進する。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
2,640

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
1,760

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,760

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
880

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
2,640

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



58 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 【№ 22（介護分）】
認知症介護基礎研修事業費

【総事業費】

5,682千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域（名古屋市を除く）

事業の実施主体 県（県内法人へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：認知症ケアに携わる介護従事者の増加

事業の内容 認知症ケアに関する最低限の知識や技術、考え方等を習得できるよ

う、介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等を対象とした基

礎的な研修を行う。

アウトプット指標 研修受講者数 ７５０人

開催回数 ５回

アウトカムとアウト

プットの関連

認知症ケアに携わる介護職員が増加することで、認知症高齢者に対

する介護サービスの充実が図られる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
5,682

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,788

民 (千円)
3,788

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,894

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
3,788

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
5,682

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



59 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 【№ 23（介護分）】
認知症介護者等養成研修事業費

【総事業費】

2,300千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（認知症介護研究・研修大府センター等へ委託）

名古屋市（認知症介護研究・研修大府センター等へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：認知症ケアに携わる介護従事者の増加、認知症専

門ケア加算の算定事業所数

事業の内容 介護サービス事業所の管理者等に対して、認知症ケアに必要な知識

や技術などを習得させるための研修を行う。

政令指定都市が同研修事業を実施した場合に補助する。

アウトプット指標 認知症対応型サービス事業管理者研修 ３回開催 ３２０名受講

認知症対応型サービス事業開設者研修 ３回開催  ９０名受講

小規模多機能型サービス等担当者研修 ３回開催 １６０名受講

認知症介護指導者フォローアップ研修受講者数   ５名

アウトカムとアウト

プットの関連

適切なサービスの提供に関する知識等を習得させるための研修を実

施することにより、認知症介護技術の向上を図り、認知症介護の専

門職員を養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービスの充実

を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
2,300

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
1,281

民 (千円)
1,281

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
641

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
1,281

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
1,922

その他（Ｃ） (千円)
378

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）権利擁護人材育成事業費

事業名 【№ 24（介護分）】
高齢者権利擁護人材養成事業費

【総事業費】

21,754千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（企画競争により事業者へ委託）

市町村（権利擁護人材養成研修実施市町村）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

認知症高齢者等の支援を行う権利擁護人材の確保が必要。

アウトカム指標：権利擁護人材の増加

事業の内容 ・認知症高齢者等の支援を行う権利擁護人材の必要性の普及啓発を

行う。

・市町村が行う権利擁護人材の養成研修及び資質向上のための支援

体制の整備に必要な経費について補助する。

アウトプット指標 セミナー参加者数 ３００人 イベント開催１回 

補助市町村 ５市町村

アウトカムとアウト

プットの関連

権利擁護人材の必要性の普及啓発や市町村の権利擁護人材の養成研

修等の経費を助成することで、人材養成や資質向上のための支援体

制の整備や権利擁護人材の確保が図られる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
21,754

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
10,000

基
金

国（Ａ）  (千円)
11,169

民 (千円)
1,169

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
5,585

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
1,169

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
16,754

その他（Ｃ） (千円)
5,000

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 【№ 25（介護分）】
認知症地域医療支援事業費

認知症地域医療研修事業費

【総事業費】

17,257千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（国立長寿医療研究センター及び愛知県医師会等へ委託）

名古屋市（国立長寿医療研究センター及び名古屋市医師会等へ委

託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

認知症の人が地域社会の中でなじみの暮らしや関係が継続できるよ

うに支援していくことが必要とされている。

アウトカム指標：認知症に対応できる医療従事者の増加

事業の内容 ○認知症地域医療支援事業費

・認知症サポート医養成研修事業

 認知症患者の診療に習熟し、かかりつけ医への助言支援等、専門

医療機関等との連携の推進役となる認知症サポート医養成のため

の研修を行う。

・歯科医師の認知症対応力向上研修事業

 歯科医師に対して認知症の基礎知識と医療と介護の連携の重要性

を習得するための研修を行う。

・薬剤師の認知症対応力向上研修

 薬局・薬剤師に対し、認知症の人とその家族を支えるための基本

知識や、医療と介護の連携の重要性を習得するための研修を行

う。

・看護職員の認知症対応力向上研修事業

 看護職員に対し、入院から退院までのプロセスに沿った基本知識

や個々の認知症の特徴等に対する実践的な対応力を習得するため

の研修を行う。

○認知症地域医療研修事業費

・医療従事者の認知症対応力向上研修及び認知症対応病院個別指導

病院勤務の医師、看護師などの医療従事者に対して必要な基本知

識や認知症ケアの原則の知識を習得するための研修を行う。

・かかりつけ医認知症対応力向上研修事業及び認知症サポート医 

フォローアップ研修事業

 かかりつけ医等に対して適切な認知症診断の知識・技術等を習得

させるための研修を行う。

・認知症疾患医療センター事業評価
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 県内の認知症疾患医療センターの連携体制の構築及び事業評価を

行うための会議や研修等を行う。

○政令指定都市が同研修事業（認知症疾患医療センター事業評価を

除く）を実施した場合に補助する。

アウトプット指標 サポート医の養成：愛知県 10人、名古屋市 10人 計 20人
かかりつけ医の養成：

愛知県 ２回 300人、名古屋市 ２回 110人 計 410人
サポート医フォローアップ研修受講者数：

愛知県 １回 100人、名古屋市 １回 33人 計 133人
医療従事者の研修：

愛知県 ３回 600人、名古屋市 ２回 200人 計 800人
歯科医師の研修：愛知県及び名古屋市 ４回 計 400人
薬 剤 師の研修：愛知県及び名古屋市 ３回 計 550人
看 護 師の研修：愛知県及び名古屋市 ２回 計 150人

アウトカムとアウト

プットの関連

本事業の研修を受講することで、医療従事者が認知症についての理

解を深めることができる。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
17,257

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
706

基
金

国（Ａ）  (千円)
10,474

民 (千円)
9,768

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
5,237

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
9,768

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
15,711

その他（Ｃ） (千円)
1,546

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）キャリアアップ研修の支援

 （小項目）多様な介護人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業

事業名 【№ 26（介護分）】
サービス提供責任者研修事業費

【総事業費】

962千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（一般社団法人愛知県介護福祉士会へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

利用者の重度化を遅らせるなどの質の高い訪問介護サービスを提供

するための能力を身につけたサービス提供責任者が必要。

アウトカム指標：介護労働者の現在の仕事に対する満足度の向上

事業の内容 サービス提供責任者を対象に、地域包括ケアシステム構築とともに

地域の社会資源の調査や活用に係るスキルの視点を踏まえた利用者

についてのアセスメント、訪問介護計画の作成、事業所内の他の訪

問介護員への指導や調整に必要な知識及び技術を学ぶための研修を

行う。

アウトプット指標 研修受講者数 １００人

開催回数  １回

アウトカムとアウト

プットの関連

質の高い職員が養成されるとともに、介護労働者の現在の仕事に対

する満足度が向上する。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
962

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
641

民 (千円)
641

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
321

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
641

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
962

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業

事業名 【№ 27（介護分）】
介護老人保健施設職員資質向上研修事業

【総事業費】

1,161千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（一般社団法人愛知県老人保健施設協会へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護老人保健施設がもつ在宅復帰機能を更に充実・強化するため、

施設と地域の橋渡しができる介護老人保健施設職員が必要である。

アウトカム指標：介護労働者の現在の仕事に対する満足度の向上

事業の内容 地域包括ケアシステムにおける介護老人保健施設の役割である在宅

復帰機能を充実・強化し、在宅復帰者の施設から在宅復帰への調整

の幅を広げるため、施設と地域の橋渡しができる人材を育成する。

アウトプット指標 開催回数 ３回

受講者数 ２４０人

アウトカムとアウト

プットの関連

地域包括ケアに対する知見の高い職員が養成されるとともに、介護

労働者の現在の仕事に対する満足度が向上する。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
1,161

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
774

民 (千円)
774

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
387

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
774

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
1,161

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成

 （小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業

事業名 【№ 28（介護分）】
地域リハビリテーション専門職育成事業費

【総事業費】

5,000千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（公益社団法人愛知県理学療法士会へ委託 協力：愛知県作業療法士

会、愛知県言語聴覚士会）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介

護ニーズ

県内の各市町村は、地域の実情に応じた介護予防の取り組みを機能強化

するため、通所・訪問サービスや、地域ケア会議、サービス担当者会

議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職の関与を求め

ており、地域リハビリテーションに対応できる専門職員の養成が必要で

ある。

アウトカム指標：全市町村（54か所）におけるリハビリ専門職担当者
の配置

事業の内容 在宅高齢者の生活能力及び生活環境の改善を図り、各地における介護予

防を推進するため、主に心身機能の回復リハビリを職務としている専門

職に対し、高齢者の生活行為の回復を目的とした研修を行う。

アウトプット指標 開催回数 ２２回

受講者数 １，２００人

アウトカムとアウト

プットの関連

研修開催にて地域リハビリテーションに対応できる専門職員を養成する

ことで、各市町村におけるリハビリ専門職担当者の確保を容易にする。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
5,000

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,333

民 (千円)
3,333

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,667

うち受託事業

等（再掲）（注

２）

 (千円)
3,333

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
5,000

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）キャリアアップ研修の支援

 （小項目）多様な介護人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業

事業名 【№ 29（介護分）】
介護支援専門員等資質向上事業費

【総事業費】

1,394千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（愛知県居宅介護支援事業者連絡協議会へ一部委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

介護支援専門員の資質向上を図り、業務を円滑に推進できる体制の

整備が必要。

アウトカム指標：特定事業所加算の算定事業所数

事業の内容 ・毎週２回相談窓口の開設

介護支援専門員が活動する上で発生する悩みや処遇困難事例に関

すること及び新たに地域包括ケアシステム構築のためのアセスメ

ント内容等に対応できる相談体制を充実し、介護支援専門員の資

質向上を地域全体で図っていく体制を整備する。

・年２回会議の開催

介護支援専門員の健全な育成を図り、その活動を支援するための

具体的な方策を総合的に協議する愛知県介護支援専門員支援会議

を設置する。

アウトプット指標 毎週２回（火曜、木曜の午後）相談窓口を開設

年２回会議を開催

アウトカムとアウト

プットの関連

質の高い介護支援専門員が養成され、居宅介護支援事業所における

特定事業所加算の算定事業所数が増加する。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
1,394

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
157

基
金

国（Ａ）  (千円)
929

民 (千円)
772

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
465

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
772

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
1,394

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【№ 30（介護分）】 
認知症地域人材育成推進事業費 

【総事業費】 

8,565千円 
事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県（国立長寿医療研究センターへ委託） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後の高齢化に伴い認知症患者の増加が見込まれる中、認知症になっ

ても在宅医療・介護サービスを受けながら、住み慣れた地域で生活で

きるよう、在宅医療にかかる提供体制が必要。 

アウトカム指標：

地域における認知症支援関係者の資質向上や有機的連携を促進する。

事業の内容 認知症の予防や早期発見・対応等を促進し、できる限り長い間、在宅医

療・介護サービスを受けながら、住み慣れた地域で生活できるよう、市

町村における「認知症初期集中支援推進事業」、「認知症地域支援・ケア

事業」等の取組みを支援する。 

アウトプット指標 認知症初期集中支援チームの活動強化に係る研修会開催数   ２回

認知症地域支援推進員の活動強化に係る研修会開催数     ５回

認知症高齢者等行方不明見守りネットワーク構築に係る研修会

開催数                          １回

介護保険事業所と地域資源との連携推進に係る研修会開催数

（１回・動画配信）

アウトカムとアウト

プットの関連 

認知症の人を支援する専門職員等が活動強化等に関する研修を受講

し、支援方法等について学ぶことで、地域における認知症関係者の資

質向上や有機的連携を促進する。

事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

8,565
基金充当額

（国費）

における

公民の別

公  (千円)

5,710
基金 国（Ａ） (千円)

5,710
都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,855
民 (千円)

計（Ａ＋

Ｂ）

(千円)

8,565
うち受託事業等(再掲)

(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 



68 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等

事業名 【№ 31（介護分）】
認知症ピアサポーター等活動支援事業

【総事業費】

231千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

地域において認知症当事者やその家族の支援ニーズと認知症サポー

ターを中心とした支援者をつなぐ仕組み（チームオレンジ）を整備

し、認知症サポーターの活動を推進するため、中心的な役割を担う

コーディネーターが必要である。

アウトカム指標：チームオレンジ設置数の増加

事業の内容 チームオレンジの整備・活動を推進するために配置されるコーディ

ネーターや認知症サポーター等に対して、必要な知識や技術を修得

するための研修を実施する。

アウトプット指標 開催回数 １回

受講者数 ５４人

アウトカムとアウト

プットの関連

コーディネーター活動の基本的な理念や具体的な仕組み作りの手法

に関する知識・技術等を学び、コーディネーターの増加及び質の向

上が図られることで、市町村におけるチームオレンジの設置が促進

される。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
231

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)
154

基
金

国（Ａ）  (千円)
154

民 (千円)

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
77

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
231

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



69 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善

 （中項目）勤務環境改善支援

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 【№ 32（介護分）】
専門員によるフォローアップ支援事業

【総事業費】

3,452千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

福祉・介護現場では、他産業に比べて高い離職率となっており、人

材が定着する職場の構築を図る必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 福祉人材センター事業等を通して就職した人を対象に、実際に本事

業の専門員が就職先に行き、必要に応じて相談業務を行い、また、

経営・管理者等を対象に、施設のニーズに合わせて、職場環境を改

善する指導を行う。

アウトプット指標 フォローアップ専門員の施設等訪問 ７０回

アウトカムとアウト

プットの関連

福祉人材センター事業等を通して就職した人を対象に、実際に本事

業の専門員が就職先に行き、必要に応じて相談業務を行い、また、

経営・管理者等を対象に、施設のニーズに合わせて、職場環境を改

善する指導を行うことで、人材が定着する職場の構築を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
3,452

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
2,302

民 (千円)
2,302

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,150

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
2,302

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
3,452

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



70 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善

 （中項目）勤務環境改善支援

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 【№ 33（介護分）】
職場環境改善啓発事業

【総事業費】

3,659千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（福祉人材センターへ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

福祉・介護現場では、他産業に比べて高い離職率となっており、人

材が定着する職場の構築を図る必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護事業所の管理者等に対して、労働法規（賃金、労働時間、労働

環境等）の基本的な理解を促すための研修を行う。

アウトプット指標 開催回数 ６回

受講者数 ３００人

アウトカムとアウト

プットの関連

介護事業所の管理者等に対して、労働法規（賃金、労働時間、労働

環境等）の基本的な理解を促すための研修を行うことで、人材が定

着する職場の構築を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
3,659

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
2,440

民 (千円)
2,440

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,219

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
2,440

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
3,659

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



71 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善

 （中項目）勤務環境改善支援

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 【№ 34（介護分）】
法律相談等支援事業費補助金

【総事業費】

5,700千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県社会福祉協議会

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、介護人材の確保と定着を図る必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護事業所に対して、法律・財務・労務の専門家による電話又は来

所等での個別相談及び施設訪問による相談・指導を実施するために

必要な経費を補助する。

アウトプット指標 相談件数 ２６０件

アウトカムとアウト

プットの関連

介護事業所の管理者等に、専門家による法律・財務・労務等の相談

支援を行うことで、事業所の経営を安定させ良好な労働関係や雇用

管理を促進し、人材が定着する職場の構築を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
5,700

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
3,800

民 (千円)
3,800

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,900

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
5,700

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



72 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善

 （中項目）子育て支援

 （小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営

支援事業

事業名 【№ 35（介護分）】
介護施設内保育所運営費補助金

【総事業費】

147,337千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 介護事業者

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護施設内保育施設の運営に対する助成。

アウトプット指標 補助施設数 ７０施設

アウトカムとアウト

プットの関連

介護施設内保育所の運営費を助成し、介護サービス従事者の育児に

よる離職の防止及び出産後の再就業の促進をすることで、介護サー

ビス従事者の確保と定着を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
147,337

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
98,224

民 (千円)
98,224

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
49,113

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
147,337

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



73 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善

 （中項目）勤務環境改善支援

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 【№ 36（介護分）】
介護従事者のメンタルヘルス研修事業費

【総事業費】

9,858千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（民間事業者へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

福祉・介護現場では、他産業に比べて高い離職率となっており、人

材が定着する職場の構築を図る必要がある。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護職からの離職防止や定着促進のため、メンタルヘルスに特化し

た研修を行う。

アウトプット指標 研修実施：管理者向け５回、従事者向け４０回

研修参加者：管理者５００人、従事者１，２６０人

アウトカムとアウト

プットの関連

研修を通じて、メンタルの自己管理方法及び管理職員によるメンタ

ルケア方法等を広め、職場環境を改善し、人材の定着を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
9,858

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
6,572

民 (千円)
6,572

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
3,286

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

(千円)
6,572

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
9,858

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）



74 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善

 （中項目）長期定着支援

 （小項目）介護職員長期定着支援事業

事業名 【№ 37（介護分）】
介護職員相談窓口設置事業費

【総事業費】

3,031千円
事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

事業の実施主体 県（民間事業者へ委託）

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

背景にある医療・介護

ニーズ

団塊世代の全てが 75歳以上となる 2025年において、本県の介護
人材が約１万２千人不足すると見込まれており（H30.5.21厚生労
働省公表資料）、介護人材の確保と定着を図るためのきめ細かい対

応が必要となっている。

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低減

事業の内容 介護従事者が個々に抱える様々な悩み・不安といった精神的な負担

を軽減するため、介護職員に特化した悩み相談窓口を開設し、電話

や面談等による相談対応を実施する。

アウトプット指標 ・電話相談窓口週３日開設

・相談対応件数 ７００件

アウトカムとアウト

プットの関連

電話相談窓口を定期に開設し、相談対応を行うことで、介護職員の

悩みを和らげ、もって精神的な負担による介護現場からの離職抑制

を図る。

事業に要する費用の

額

金

額

総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)
3,031

基金充当

額

（国費）

における

公民の別

（注１）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)
2,021

民 (千円)
2,021

都道府県

（Ｂ）

 (千円)
1,010

うち受託事

業等（再

掲）（注２）

 (千円)
2,021

計（Ａ＋

Ｂ）

 (千円)
3,031

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）


